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別紙 

 

エッジコンピューティングを用いた大容量通信処理プラットフォームの実用化 

 

研究者名：丸山 充，瀬林 克啓，岩田 一 

 

１．研究の目的 

8K 超高精細映像を扱うアプリケーションは映像制作分野をはじめとして，映像を扱う

様々な産業分野での可視化にも有用であるが，8K 超高精細映像を非圧縮のままリアルタ

イムで扱う事は over 10Gbps の伝送帯域が必要となるため，これまでネットワークリソ

ースや装置の処理能力的に限定的な使用に留まっていた． 

これに対し我々は広帯域ネットワークを利用したリアルタイム映像処理を目的に，ネ

ットワーク機能の高速化手法として利用されている DPDK（Data Plane Development Kit)

を映像処理の分野に応用して，10Gbps を超える映像ストリームデータをソフトウェアの

みで処理可能な DPDK フレームワークを開発し，①8K 非圧縮映像の伝送・蓄積配信技術，

②DPDKを用いたリアルタイム高速映像処理技術と連携技術，③DPDKを用いたネットワー

ク高精度監視のシーズ技術を開発している． 

その中で，本研究は，アンカー企業のミハル通信株式会社（以後，ミハル通信）と連携

し，エッジやクラウド設備に適用可能なプラットフォーム技術に関する早期の実用化を

目指すものである． 

 

２．研究の必要性及び従来の研究 

今後は，撮影・集音したメディアを遠隔地に表示・再生する単なるトランスペアレント

の伝送だけでなく，伝送中にデータを演算処理し，その結果を相手側に伝える映像効果処

理が多用されると考えられる．この世界を実現するためには，エンド－エンド間の伝送速

度の向上に加えて，網上に配置されたエッジコンピューティングやバックエンドに控え

るクラウドの演算速度の向上や蓄積配信能力の向上および協調連携動作が必要となる．

また，ユーザのポリシーを加味して臨場感の観点からトータルの遅延を抑えるために，全

ての伝送・演算処理のステージでの低遅延化が重要となり，これをユーザが簡単に利用可

能な環境が必要である． 

他社の映像システム関連技術としては，Amazon Web Service の Elemental Link 等の

サービスで放送映像向けの編集システムがクラウド上で構築されはじめているが，まだ

SDI(1.5Gbps)や 4K圧縮映像を対象としているものである．しかしながらこの分野は確実

に市場に浸透してきているため，実現した技術をこの分野に提供できれば，より高精細な

映像編集が可能になると考える． 

 



３．期待される効果 

本検討では，端末－エッジ－クラウドを含めた「ネットワーク内コンピューティングの

高速化技術」の実現を目指した以下の実用的な技術の開発を行う． 

(1) 高精細映像処理が可能な低遅延大容量通信処理プラットフォーム技術 

(2) 多地点間での高臨場感通信を実現する低遅延配信技術 

本技術の実用化にあたっては，ミハル通信株式会社をアンカー会社として協力して進

めており，本技術を用いた最初のステージとして安価なアプライアンス製品化ができな

いか検討している． 

 

４．研究の経過及び結果・評価 

先進技術研究所では，実用化に向けた技術プロモーションを中心に進めるために，技術

展示に力を入れている．そのなかで，2024年度,JST CRONOSの委託研究に「広帯域インラ

インコンピューティングの実現」というテーマで，国立情報学研究所，琉球大学，ミハル

通信株式会社と共に採択され，低遅延ネットワークを用いて，超高品質な素材を自在に編

集し，リアルタイムで発信・共有できる環境や各種リモートイベントの高臨場感実現に向

けたシステム開発の研究を進める事になったので，その委託研究の活動と連携して進めて

いる．2025年度も，CRONOS 委託研究の基では，映像処理機能を低遅延で連携する機能（サ

ービスファンクチョンチェイニング）として，IETF SPRING-WGにおいて SRv6 End.ANの

提案を進めている．また，新規の映像処理アプリケーションとして，SMPTE ST-2110の 8K

非圧縮素材を対象に市中の映像伝送装置の 10Gbps×4 のモードを SIMD 拡張命令セット

（AVX-512）を使いフォーマット変換・伝送可能なプロトタイプを開発し，今後の IP映像

変換装置として，ST-2110対応のものを利用できる道筋をつけた．さらに，CRONOSの移行

研究「SRv6ソフトウェアルータの実現」に追加採択され，この中で DPDKソフトウェアル

ータの開発を行い，OSS化した． 

これと連携する形で，先進研での技術展示の場では，Interop Tokyo 2025 (2025.6), 

CKP/IPA さくら祭り実証実験 （2026.2）を実施し，産業界向けに展示実験を行った． 

Interop Tokyo 2025では，モバイル SINETを用いたメタバース空間内多地点立体音響配

信システムが，Best of Show Award のイノベーションテクノロジー部門のグランプリを

受賞した．CKP/IPA さくら祭り実証実験では，8K-3D と多チャンネル音声伝送の組み合わ

せでの生配信の高臨場感伝送実験を実施した．これらの広域ネットワークのシステム構築

には学生を積極的に関わらせる事で若者育成の機会とした． 

2025年度に進めた主な，技術展示について示す． 

4.1 Interop Tokyo 2025 

 Interop Tokyo では，アカデミックパビリオン内の神奈川工科大学ブースにて，

ShowNet，JGN，StarBED，SINET6を利用した以下の広帯域ネットワーク実験展示を行っ

た．  



・SRv6サービスチェイニングを用いて VVFを動的に連携させた 8K非圧縮映像制作ワーク

フローの実現  

・2024年度の名護さくら祭り実験で動作確認した超低遅延 8K映像伝送システム「ELL8K」

（ミハル通信）を用いた Local 5Gでの 8K映像伝送 

 

4.1.1 SRv6 を用いた 8K 映像処理ワークフローの実現 

8K 映像処理ワークフローへの応用は，相模原 DC (Data Center) のエッジ処理部で，8K 

非圧縮映像の入力スイッチング，映像切り出し・色変換処理，複数のパス切り替え，キャ

プション挿入の各映像処理機能 VVF（Virtualized Video handling Function）を 図

4.1.1に示すように SRv6 の制御で連携させた． 

図 4.1.1 Interop Tokyo 2025における実験構成 

 

4.1.2 8K メタバース空間における立体音響多地点配信 

従来のメタバースでの演奏配信は，空間の中央に設置されたスピーカからモノラルもし

くはステレオで楽曲演奏を流していたため，臨場感に課題があった．そこで，ネットワー

ク上でステレオ音源を立体音響に変換した上で多地点配信し，クライアント側でメタバー

ス空間(VRChat)と統合する事で臨場感に優れた音響を提供するシステムを開発し，これを

将来のインラインコンピューティングのアプリケーションに仕上げる事を目指している． 

今回の実験では，大学内に設置したエッジ装置にて，リアルタイム映像エンコード処理

と音源の立体音響処理を行い，多地点配信サーバ経由で，幕張会場の VRChat メタバース

クライアントに配信した．会場では，MeganeX superlight 8K を使って映像を再生し，音

源の再生にはヘッドホンを用いることで，高臨場感を体験いただいた． 

また従来，本システムを VR 関連の展示会で動態展示する際に，会場の Wi-Fi の帯域不

足で満足なデモが困難という課題があったため，今回は，MVMO であるモバイル SINET を



複数回線束ねて，MPTCPを使って大学のエッジ環境に接続する事で，安定した展示デモが

できる様子を展示した． 

この結果，本展示が，「Interop Tokyo 2025」のアカデミックチャレンジ部門にて，

Best of Show Awardのグランプリを受賞した． 

 

図 4.1.2 8K メタバース空間における立体音響多地点配信の構成 

 

4.2 CKP/IPAさくら祭り実証検証  

2026.2に実施した本実証検証では，ミハル通信と連携し，以下の実験を実施した． 

① 高臨場感通信実験 8K-3D伝送＋イマーシブ音声伝送 

 8K非圧縮伝送装置 IG-5114×2と ELL Liteによる多チャンネル音声低遅延伝送 

 ミハル通信の ELL マイク＋サウンドヤードの活用 

 メタバース 高臨場感伝送との連携 (リアルタイム 8K映像をそのまま使うワンソ

ースマルチユース化に挑戦） 

② SRv6-SFC 8K映像処理ワークフロー 

 神奈川工科大 Local5G ELL8K映像伝送の最高品質に挑戦 

 DPDK開発環境の sdplaneのアプリケーション例として VVF over sdplane の動作検

証 

 SRv6ソフトウェアルータのスループット確認 

 

4.2.1 高臨場感通信実験 8K-3D伝送＋イマーシブ音声伝送 

本構成で遠隔からの生配信で臨場感を体感できるかの検証を試みた．映像と音声の送信

源は，宜野座の屋上からの生配信および，Office10 からの蓄積配信であり，受信拠点は，

うめきたナレッジキャピタルと秋葉原 UDXである．うめきた側には，8K-3Dプロジェクタと

ELLサウンドヤード（ポータブルタイプ）を配置し，様々なお客様に見ていただく構成とし

た．  

また，このソースをうめきた側で，メタバース立体音響変換サーバに取り込み，それを

配信サーバ経由でうめきたや UDX側への伝送するワンソースマルチユースの実験も行った． 



 

図 4.2.1.1 高臨場感通信実験 8K-3D伝送＋イマーシブ音声伝送概要 

 

うめきた内は，図 4.2.1.2 に示すようにスタンドに立てられた ELL サウンドヤードに囲

まれた空間で立体音響を楽しむことが可能であった． 

 

図 4.2.1.2 うめきたの機器配置 

 2026年の 2月 5日の午後と 2月 6日の午前に一般公開をして約 100名のお客様に実験様子

を見ていただき，非常に好評であった． 

 

4.2.2 SRv6-SFC 8K映像処理ワークフロー 

本実験での新規項目と評価を示す． 

 2025 年 9 月 8 日に OSS 公開した DPDK 開発環境（sdplane/DPDKdock)の上のアプリケー

ションとして，VVF（スイッチング）をポーティングして，安定動作を検証 

 2026 年 3 月 24日に神奈川工科大から OSS公開予定の SRv6ソフトウェアルータ（SRv6 

End)の事前動作を検証 

 大学内で実施したローカル 5Gによる 8K素材映像伝送の高精細化のお披露目 



 

図 4.2.2.1 SRv6-SFC 8K映像処理ワークフローの構成 

 

 

５．今後の計画 

アンカー会社のミハル通信株式会社と連携し，VVFプラットフォームは，ニーズがありそ

うなものを中心に PCに組み込んだアプライアンス製品化ができないかの検討を引き続き行

う．また，低遅延・高臨場感伝送についても連携して検討を進めていく．  

CRONOS 委託研究の中で，VVF プラットフォームが SRv6 End.AN の実装参照例として展開

できそうであるので，IETF の標準化と連携して，基本機能を OSS展開する事を考える. 

2025 年度に進めた DPDK 開発環境および SRv6 ソフトウェアルータの 2 回の OSS 公開によ

り，現在までに 1474件のダウンロード，3145件の参照アクセスがあった．2026年度も CRONOS

の移行研究に追加採択され，SRv6ソフトウェアルータの多目的化の開発を進め，開発後は，

成果を OSS展開する予定である．また，従来から進めているネットワークモニタリング機能

に関しても，様々な部署から使わせて欲しいという要望があるので，基本機能の OSS展開を

行う予定である．これらの営みを通して，本学を高速なネットワークソフトウェアの OSS拠

点にする予定である． 
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別紙 

 

車両操舵特性評価手法の高精度化および一般化 

（通称：τL評価オープン・イノベーション） 

 

研究者名：山門 誠 共同研究者：狩野芳郎，安部正人（名誉教授），山本真規（客員教授） 

 

１．研究の目的（以下タイトルは、11ポイント、MSゴシック） 

自動車の操舵特性や運動性能の「質」は，長年にわたり熟練テストドライバの感性や

経験に基づいて設計・評価されてきた．そのため，「運転しやすい」「安心感がある」「意

図通りに曲がる」「意のままに動く」といった車両の質的性能は，自動車開発において

極めて重要であるにも関わらず，客観的かつ再現性良く評価することが困難であった． 

一方，電動化，ADAS，自動運転，さらには Software Defined Vehicle（SDV）への移

行が進む現在，車両運動性能を単なる機械応答ではなく，人間－車両－制御系を含めた

統合システムとして評価する必要性が高まっている．特に，将来の自動車開発では，「何

をもって運転しやすい車とするか」という設計思想そのものを定量的に共有可能とす

る技術基盤が求められている． 

本研究では，デジタルツインドライバモデルに基づくτLに着目し，これを単なるド

ライバモデルの遅れパラメータとしてではなく，人間－車両系における「余裕」や「意

のまま感」を反映する指標として位置付けた．そしてτLを用いた操舵特性評価の高精

度化と一般化を進めることで，車両運動性能の「質」を見える化することを目的とした． 

さらに，本研究成果を特定企業内の閉じた技術に留めることなく，大学を中心とした

産学連携・オープンイノベーションへ展開し，日本自動車産業全体に共通する評価基盤

を構築することを目的とした． 
 

２．研究の必要性及び従来の研究 

従来の車両操舵特性評価では，周波数応答，応答遅れ，卓越根，安定余裕などの機械

特性評価が広く用いられてきた．これらは車両運動を物理的に記述する上で有効であ

る一方，「運転しやすさ」や「安心感」といったドライバが感じる質的性能を直接評価

することは難しかった． 

その結果，最終的な車両評価は熟練テストドライバによる官能評価に依存する傾向

が強く，設計思想の共有や開発効率向上の観点から課題が存在していた．また，電動化

や ADASの普及により，ソフトウェアによって車両特性を柔軟に変更可能となった現在，

従来の機械特性中心の評価のみでは設計自由度に十分対応できない状況である． 

本研究で対象とするτLは，ドライバモデルにおける遅れ時間パラメータとして提案

されてきたものである．従来研究では，τLが大きい車両ほど余裕を持って運転可能と

みなすことができ，主観的な運転しやすさと一定の対応を示すことが報告されている． 



しかしながら，従来のτL評価は主としてレーンチェンジ等の限定条件で用いられて

おり，適用範囲の一般化や同定精度には課題が残されていた．また，τLがどのような

機械特性や主観評価と結びつくかについても，十分な理解が得られているとは言えな

かった． 

そこで本研究では，ドライビングシミュレータ，実車試験，ステアリングロボットお

よびデジタルツインドライバモデルを組み合わせ，人間－車両系の視点からτL評価の

高精度化と一般化を進めた． 

 

３．期待される効果 

本研究により，これまで経験や感覚に依存していた車両運動性能の「質」を定量的に

評価可能となることが期待される． 

具体的には，「運転しやすい」「安心感がある」「疲れにくい」といった質的性能を数

値化することで，車両開発における設計品質向上と開発効率向上が期待される．また，

車両運動特性とドライバ行動を一体として捉えることで，安全性や快適性に優れた車

両開発への寄与が期待される． 

さらに，τL評価を共通言語として用いることで，自動車メーカ，サプライヤ，大学

間の開発・評価プロセスを効率化し，産学連携型のオープンイノベーションを促進する

可能性を有する． 

本研究は単なる評価法開発ではなく，車両開発における「質の見える化」という新し

い設計思想を提案するものである． 

 

４．研究の経過及び結果・評価 

本研究では，まずτL同定手法の高精度化に取り組んだ．ドライビングシミュレータ

および実車計測を用い，操舵角および車両応答の時系列整合性に着目した検討を行っ

た．その結果，従来手法では十分に表現できなかった操舵初期応答や外乱応答に対して

も，より高精度なτL同定が可能となった． 

次に，τL評価の一般化を目的として，従来のレーンチェンジ評価に加え，直進外乱

応答に着目した「直進外乱τL」および，高横加速度領域を対象とした「円旋回τL」の

検討を進めた． 

直進外乱τLでは，直進安定性やオンセンタ特性に関する運転余裕を評価可能である

ことが確認された．一方，円旋回τLでは，高 G 旋回時の車両応答と運転しやすさの関

係が明確となり，レーンチェンジとは異なる質的性能評価が可能であることが示され

た．これらの成果により，τLが単一タスク依存ではなく，多様な運転条件に適用可能

な一般化指標となり得ることを確認した． 

さらに，車両機械特性とτLとの対応関係を明らかにするため，ボールジョイント剛

性特性に着目した研究を実施した．ステアリングロボットによる操舵入力試験とサー



キット主観評価を組み合わせた結果，ボールジョイント剛性特性の線形化は操舵応答

の一貫性向上に寄与し，運転しやすさ改善につながることを確認した． 

特に興味深い結果として，レーンチェンジτLと円旋回τLでは評価傾向が必ずしも一

致せず，運転タスクによって車両の「質」の現れ方が異なることが示唆された．これは，

従来の単一指標では捉えきれなかった車両質感の多面性を示す知見である． 

これら一連の研究により，τLは単なる数理モデルパラメータではなく，人間－車両

系における余裕や意のまま感を反映する指標として有効であることが確認された． 

研究期間中には，自動車メーカおよびサプライヤとの共同研究も進展し，大学を中心

としたオープンイノベーション型研究体制が形成された．大学が評価技術のハブとな

り，企業間の壁を越えて共通評価技術を議論する場が形成されたことも，本研究の重要

な成果である． 

以上より，本研究は操舵特性評価手法の高精度化および一般化という当初目的を達

成するとともに，「車両の質の見える化」という新たな研究領域の基盤形成に寄与した

ものと評価できる． 

 

５．今後の計画 

今後は，τL評価をさらに発展させ，人間－車両－制御系を統合的に評価する技術へ

展開する予定である． 

具体的には，ADAS，自動運転，車両運動制御との関係を明確化し，車両制御技術と人

間中心設計を橋渡しする評価基盤を構築する．また，AI やデータ駆動型解析との融合

を進め，多様なドライバや車両条件に対応可能な一般化評価技術へ発展させる． 

さらに，大学を中心としたオープンイノベーション活動を継続し，評価技術の社会実

装と次世代自動車開発への展開を推進する． 

  



６．研究成果の発表 

・自動車技術会春季・秋季学術講演会における研究発表 

【先進研 第 4期（2023～2025年度）中 既発表 6件】 

①シート特性違いによるドライバ遅れ時間（τL）の確認 文献番号 20255066 

著者（筆頭者） 奥田 哲大 (トヨタ紡織) 

文献・情報種別 学術講演会予稿集（春）発行年月 2025年 5月 No.16-25 

 

②ドライバ着座位置が操舵特性評価に及ぼす影響 文献番号 20255067 

著者（筆頭者） 服部 元治 (神奈川工科大学) ⇒（トヨタ自動車） 

文献・情報種別 学術講演会予稿集（春）発行年月 2025年 5月 No.16-25 

 

③車両運動特性の変化がドライバーの運転操作に与える影響の解析 文献番号 

20256072 

著者（筆頭者） 前田 義紀 (トヨタ自動車) 

文献・情報種別 学術講演会予稿集（秋）発行年月 2025年 10月 No.102-25 

 

④車両の電動化に伴う諸元変化が操舵特性評価に及ぼす影響 文献番号 20245015 

著者（筆頭者） 服部 元治 (神奈川工科大学大学院) ⇒（トヨタ自動車） 

文献・情報種別 学術講演会予稿集（春）発行年月 2024年 5月 No.4-24 

 

⑤LSD 差動制限トルクによるヨー復元モーメントを活用した旋回挙動の安定化 文献番

号 20245022 

著者（筆頭者） 山本 航輝 (マツダ) 

文献・情報種別 学術講演会予稿集（春）発行年月 2024年 5月 No.6-24 

 

⑥車体制振ダンパーがドライバの操舵特性評価に及ぼす影響 文献番号 20235159 

著者（筆頭者） 内田 凌介 (神奈川工科大学大学院) ⇒（マツダ） 

文献・情報種別 学術講演会予稿集（春）発行年月 2023年 5月 No.35-23 

  



【発表予定（2025年度成果として）】 

 

τL発表関係を赤枠，それ以外をオレンジ枠で囲む（400講演中 7件本学） 

 

 

 



・査読付き論文誌での採択（自動車技術会論文集）２件 

①ドライバ着座位置が操舵特性評価に及ぼす影響 文献番号 20254696 

著者（筆頭者） 服部 元治 (神奈川工科大学)⇒（トヨタ自動車） 

文献・情報種別 自動車技術会論文集 

発行年月 2025年 11月 

Vol.56 No.6 

 

②車両の電動化に伴う諸元変化が操舵特性評価に及ぼす影響 文献番号 20244629 

著者（筆頭者） 服部 元治 (神奈川工科大学) ⇒（トヨタ自動車） 

文献・情報種別 自動車技術会論文集 

発行年月 2024年 11月 

Vol.55 No.6 

 

・受賞（安部正人名誉教授２件） 

 honorary members of IAVSD（2025.8） 

He has made further contributions in the evaluation of vehicle handling based on the 

identification of driver model parameters. 

 



第 6回 やらまいか大賞受賞（2026年 2月） 

 

一元化された物理量による車両運動性能の評価_やらまいか大賞受賞者_安部正人先生.pdf 

 

 

・共同研究成果および関連学位論文への展開 

 

継続共同研究：トヨタ自動車，マツダ株式会社，Astemo株式会社で推進中 

新規共同研究：ソミック石川（自動車用 BallJoint国内 No.1シェア），豊田紡織検討中 

新規機械工学専攻博士後期課程入学（社会人ドクター）石尾隼君（本田技術研究所） 

 

 

 



別紙 

 

地球温暖化抑制のための非可食性バイオマス資源からの 

バイオ PETの生産の社会実装 

 

研究者名：仲亀 誠司 

 

1. 研究の目的 

現在石油から製造されているテレフタル酸やポリエステルの原料を、未利用系バイオ

マス資源に置き換えることで、地球温暖化の原因となる CO2 排出量の削減に貢献すると

共に、農村地域における雇用創出と活性化に貢献することを目的としている。 

 

2. 研究の必要性及び従来の研究 

地球温暖化を抑制するために CO2排出量の削減が求められている中、再生可能資源であ

るバイオマス資源を産出する農林業の役割は今後さらに高まっていくと予測される。現

在、非可食性バイオマス資源の中の多くはエネルギー利用（熱、発電用途）されているが、

非可食性バイオマスに含まれる成分を有用物質へ変換して、化石資源由来の化合物の代

替として利用する技術（マテリアル利用技術）は研究開発段階である。この理由としては、

非可食性バイオマスは物理的に強固であり多成分で構成されるために、製造費用が高く

なるため、化石資源由来あるいは可食性バイオマス資源由来の既存製品に価格競争で負

けてしまうからである。今後、地域における農林業を活性化するには、国内で発生する非

可食性バイオマス資源の中でも、使用されていない未利用系バイオマス資源を、付加価値

の高い有用物質に低コストで変換して利用していく必要がある。 

上記の課題を解決するためには、付加価値が高く、今後需要が伸びることが見込まれる

製品を未利用系バイオマス資源から製造することが鍵になると考えられる。本研究では

ポリエチレンテレフタレートの原料となるテレフタル酸を未利用系バイオマス資源から

生物学的手法を用いて生産することを目的としている。ポリエチレンテレフタレート

（PET）や生分解性プラスチックの原料であるテレフタル酸は、現在原油由来の p-キシレ

ンから工業的に製造されており、飲料用ボトルや衣類等に利用されている。化石資源であ

る原油の利用は、地球温暖化の原因である CO2 排出量を増加させるために、CO2 排出量の

削減が可能な再生可能資源であるバイオマス資源を用いたテレフタル酸の製造の実用化

が求められている。また p-キシレンは、化石資源であるナフサの熱分解の副産物として

製造されているが、今後、米国を中心とした安価なシェールガスの生産量の増加により、

ナフサ熱分解法の衰退が予測されている。シェールガスの p-キシレン含有量は少ないた

め、長期的には p-キシレン自身の供給量の不足の可能性があるため、バイオマス資源の

利用は原料の多様化の手段としても期待されている。 



 

3. 期待される効果 

バイオマス資源からのテレフタル酸の製造の研究開発状況が世界的に行われてきてい

るが、化石資源と比べて価格競争力が弱いため実用化に至っておらず、化石資源がテレフ

タル酸の原料として使用され続けている。今までに検討されているバイオマス資源から

のテレフタル酸の製造方法は、熱分解等の化学反応を用いる方法が多く、製造時に多量の

エネルギーや化学薬品を使用すると共に、反応工程数が多く、その結果設備費用も大きく

なるという問題点がある。本研究では、テレフタル酸の中間原料であるｐ-トルアルデヒ

ドを生産する微生物を用いて、バイオマス資源からテレフタル酸を発酵により生産する

方法であるため、テレフタル酸の製造工程数が少なく、生物学的手法を用いるために、エ

ネルギー使用量を抑制できるという利点がある。 

 

4. 研究の経過及び結果・評価 

未利用系バイオマス資源を酵素糖化することで得られる糖（グルコース、キシロース）

から微生物による発酵法により、PET ボトル等の原料であるテレフタル酸を生産するこ

とができた。テレフタル酸は現在石油（ナフサ）から製造されているが、植物由来の原料

に置き換えることで、原料不足や地球温暖化の原因となる CO2 排出量を削減に貢献する

ことができる可能性がある。実験では国内で発生する未利用系バイオマス資源〔間伐材

（広葉樹、針葉樹）、稲わら、もみ殻、廃菌床、タケ〕の化学成分分析の結果から、セル

ロースの含有量が最も高く、リグニン含有量が少なかった広葉樹を用いた。アルカリ蒸解

により広葉樹に含まれるリグニンを除去後、セルラーゼによる酵素加水分解により得ら

れた糖化液を原料として、当研究室でスクリーニングにより取得した p-トルアルデヒド

産生菌株（Phlebia sp.）と、Comamonas testosteroni を用いてテレフタル酸への変換を

行った。また、未利用系バイオマス資源を p-トルアルデヒドの生産菌の育種などを通じ

て、ｐ-トルアルデヒド生産性の向上の検討と、ジャーファメンターを用いたスケールア

ップの検討を行った。 

 

5. 今後の計画 

 育種等を通じた p-トルアルデヒドの生産菌の生産性の更なる向上と、ジャーファメンタ

ーを用いたスケールアップの検討の実施を引き続き進めていく。 

 

6．研究成果の発表 

（原著論文など） 

・Seiji Nakagame, Takuma Kawao, Daiki Narita, Akira Yamamura, Takeshi Noda ”

Biochemical production of bio-based terephthalic acid from lignocellulosic biomass 

for CO2 emission reduction” Journal of Industrial Microbiology and Biotechnology, 



Volume 52, 2025, kuaf030, https://doi.org/10.1093/jimb/kuaf030 

・地球温暖化抑制のためのバイオマス資源からのテレフタル酸の製造, Bioindustry, 仲亀

誠司、CMC出版, 2025年 4月, p.p. 44-48 

・未利用系バイオマス資源からのテレフタル酸、PETの社会実装に向けた取り組みプラスチ

ックス（日本プラスチック工業連盟誌）、日本工業出版、仲亀 誠司、2025年 11月、p.p.21-

23 

（学会等発表） 

・CO2排出量削減のための生物学的手法を用いた未利用系バイオマス資源からのテレフタル

酸の製造, 学会名：日本木材学会, 日時：2025年３月 16日-18日 

・未利用系バイオマス資源からのバイオテレフタル酸の製造技術開発イベント名：「知」の

集積と活用の場、日時：2026年 2月 12日、場所：大崎ブライトコアホール 

・AgriFood SBIR ピッチ・マッチング 2026、日時：2026年 3月 3日、場所：東京ミッドタ

ウン八重洲カンファレンス 


